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研究成果の概要（和文）：入退院など療養場所の変化は心身両側面に大きな負担をもたらすため、地域と病院が
協働する移行期支援が重要である。一方、COVID-19蔓延の経験を経て、病院における移行期支援はその方法の再
考を迫られた。具体的にはICT等新たなツールを導入した移行期支援の模索である。新たな移行期支援の導入に
は課題もあるが、退院直後の再入院予防を見越した家族等への移行期支援（退院指導を含む）の充実化、関係多
職種とのリアルタイム情報共有など、移行期支援のDX化において引き続き検討すべき知見も得られている。引き
続き、退院直後の再入院等、有害事象予防を目的とした移行期支援のDX化を含むシステム構築を検討していく必
要がある。

研究成果の概要（英文）：Changes in care locations, like hospital admissions and discharges, impose 
significant burdens. Thus, transitional care, a collaboration between the community and hospitals, 
is vital. The COVID-19 pandemic had prompted a reconsideration of transitional care methods in 
hospitals. Specifically, hospitals were exploring transitional care with new tools like ICT. Despite
 challenges in introducing new transitional care, we’ve gained insights into the digital 
transformation (DX) of transitional care in this study. These include enhancing support for families
 anticipating post-discharge rehospitalization and real-time information sharing with related teams.
 We must consider a system that includes transitional care’s DX to prevent harmful events, such as 
immediate post-discharge rehospitalization.

研究分野：在宅ケア

キーワード： 移行期支援　在宅ケア
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研究成果の学術的意義や社会的意義
COVID-19蔓延の影響を受け、当初予定していた移行期支援のモデル構築ならびに効果検証を目的とした介入研究
の実施には至らなかった。しかし、全国の急性期病院における移行期支援の現状について調査を継続し、これま
でほとんどDX化が進んでいなかった移行期支援の領域における、ICTツールを用いた支援の具体例や課題が、一
部、明らかになった。このことは、再度訪れるかもしれない新興感染症等を見据えた新たな移行期支援、再入院
をどのように予防していくかの手法をDX化していくうえで重要な知見になると考える。現在、これらの知見を国
際誌へ投稿予定である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 患者にとって入退院をはじめとする療養場所の変化は心身両側面に大きな負担をもたらす

（Forster ら, 2003, 2004. Boyd ら, 2008. Wilson ら, 2012）。さらに、退院直後の再入院は患

者の機能低下や死亡、余分な医療費増大につながる予防すべき重大な事象である（Buurman ら, 

2011. Gill ら, 2010. Stephen ら, 2009）。しかし、本邦の医療・福祉制度は患者に対し適切な

時期・適切な場所への移動を求めており在院日数の短縮は顕著であるほか、医療・介護ケアニー

ズを有し退院後も地域で継続したケアを要する患者は増加傾向にある。そのため、患者が療養場

所を移動する前後の時期、つまり移行期において地域と病院が協働し、患者を支援していくこと

が重要である。 

  国内では、2008 年の診療報酬改定で退院困難な要因を有した後期高齢者への計画的支援が

評価されて以降、10 年以上が経過した。この間、支援対象の範囲拡大、地域医療・介護職との連

携評価、患家訪問の評価など、制度上の改革を経ながら支援体制は広がったが（永田ら, 2011）、

その効果の検討はほとんど行われてこなかった。数少ない報告のうち、大規模データを利用した

効果検討として、東京都健康長寿医療センター研究所の研究グループが、急性期病院でリハビリ

テーションを受けた後に自宅などへ退院した 75 歳以上約 3 万人のレセプト情報の分析してお

り、医療保険制度で提供された入院中の退院支援サービスは、退院直後の再入院に対して抑制効

果を認めないことを指摘している（Mitsutake ら, 2020）。 

 移行期支援は、本来、退院後の生活再開円滑化を目指すものであり、入院中の支援に加え、退

院後の十分な継続ケア・フォローアップが望まれる。そこで本研究では、退院直後の再入院を予

防することを主眼においた、入院から退院直後までを包含する移行期支援プログラムの開発を

目指し、その基礎資料を構築することを主眼におくこととした。 

  

２．研究の目的 
 退院直後の患者の再入院予防を目指した、移行期支援プログラムの検討および効果検証を目

的とする。さらに、国内で重点的に実践するべき移行期支援内容を明らかにする。 

 
３．研究の方法 
 研究開始当初の背景および目的に沿って研究を実施する予定であったが、本研究の助成をお

受けした初年度から最終年度の 5 月に至るまで、新型コロナウイルス感染症パンデミックの影

響を大きく受けた。対象施設としていた急性期病院では、特に厳しい面会制限が設けられ、従来、

病院が行っていた移行期支援の体制や内容に大きな変化が生じた。そのため、当初予定していた

新たな移行期支援モデルの構築と介入検証については、断念せざるを得なかったものの、退院直

後の再入院予防を主眼においた新たな移行期支援モデル構築を見据え、その基礎資料となりう

る調査を遂行した。研究の内容および方法は以下である。 

１）新型コロナウイルス感染症パンデミック禍における国内外の移行期支援に関する実態把握 

 移行期支援の実施内容および再入院予防効果に関する国内外の取り組みについて、PubMed, 

Web of Science、商用雑誌や各国政府ならびに病院等が公開している移行期支援の最新の取り

組み概要について、とりまとめた。 

２）新型コロナウイルス感染症パンデミック禍における移行期支援の新たな取り組みの可視化 

 研究１）の結果を踏まえ、新型コロナウイルス感染症パンデミック禍において、各病院ではさ

まざまな課題に直面しながらも、移行期支援に関してさまざまな取り組みや工夫をしている可



能性が示唆された。それら取り組みや工夫を明確にし、今後の移行期支援プログラムの参考とす

るために、インタビュー調査を行った。対象者は、急性期病院で地域連携部署等に専従し移行期

支援に携わっている看護職である。インタビューガイドを用いた半構成化面接調査を行い、新型

コロナウイルス感染症パンデミック前後での移行期支援の取り組みの変化と支援の工夫につい

て聞き取りを行った。各インタビューの録音データは全て逐語録にし「新型コロナウイルス感染

症パンデミック前後での移行期支援の取り組み」という視点で内容を分析しコード化した。作成

したコードは類似性と相違性を検討しながら分類し、サブカテゴリおよびカテゴリを作成した。 

 なお、本調査実施にあたっては、参加者に対し研究説明書を用い、研究目的、方法、データの

取り扱い、個人情報保護、研究結果の公表、研究参加・撤回の自由について口頭及び書面で説明

し、文書で同意を得た。本調査は、東京大学大学院医学系研究科研究倫理委員会の承認を得て実

施したものである（2021168NI-(1)）。 

 
４．研究成果 

１）新型コロナウイルス感染症パンデミック禍における国内外の移行期支援に関する実態把握 

 2020 年 7 月現在の情報として、新型コロナウイルス感染症パンデミック禍の移行期支援に関

連する 4本の学術論文および 24 本のガイドライン等を検討した（表１）。 

 検討の結果、学術論文では、新型コロナウイルス感染症をはじめとするグローバルなパンデミ

ック禍に療養場所を移行する際の支援をマネジメントする専門職種の必要性が指摘されていた。

具体的には、テレヘルス、テレケースマネジメント、医療やケアに関する事前指示確認の重要性、

移行期支援の拡充などについてである。24 本におよぶガイドライン等は、WHOをはじめ、それぞ

れの地域や国の公的機関、教育機関、または非営利組織によって運営・公表されていた。ガイド

ライン等に示された情報としては、新型コロナウイルス感染症パンデミック禍において①病院

から患者への移動を迅速に行うための戦略、②（病院ではなく）家庭や施設などでのケアを拡充

させることなどがまとめられていた。しかし、各病院等で移行期支援にあたる専門職がどのよう

な工夫や対応をすべきなのか、といった具体的内容の言及はみられなかった。 

 結論として、新型コロナウイルス感染症をはじめ、今後、起こりうる新興感染症に備え、新た

な移行期支援の体制や具体的支援の内容について可視化し、その内容を今後検討する移行期支

援プログラムに反映させる必要性が見出された。 

（表１）検討した文献等の一覧と概要 

 

 

 



（続き） 

２）新型コロナウイルス感染症パンデミック禍における移行期支援の新たな取り組みの可視化 

 リクルートの結果、地域連携部署等に所属する看護職 12名が研究対象となった。研究対象者

の属性を（表２）に示す。いずれの対象者も、看護師経験 10 年以上の熟達者であり、訪問看護、

在宅看護、地域看護などに関連した専門・認定資格を有する者が半数を占めた。 

分析の結果、新型コロナウイルス感染症パンデミック前後での移行期支援の取り組みの変化と

支援の工夫として、＜パンデミック禍前のシステムと人脈を非対面形式に組み替える＞、＜新た

な ICT ツールを移行期支援に取り込む＞、＜非対面だからこそ関係職種間の情報共有を頻回か

つ詳細に行う＞、＜患者の退院に向けてこれまでの連携範囲を超えて他組織・他職種と手を組む

＞の 4つのカテゴリと、それぞれから 16のサブカテゴリを抽出した。 

 

３）新型コロナウイルス感染症の 5 類感染症移行後の移行期支援の状況について 

 新型コロナウイルス感染症が 5 類感染症に移行し、約 1 年が経過し徐々にではあるが、入院患

者の面会制限や、地域ケア提供者の病院への出入り等の制限が緩やかになりつつある。パンデッ

ク以前より、移行期支援の現場では、患者・家族との十分な話し合い・意思決定に基づいた療養 



（表２）研究対象者の属性 

の実現を支援すると同時に、必要時、地

域ケア提供者との十分な情報共有を行

うことを重要視してきた。そして、これ

らの支援は直接「顔と顔を合わせて」対

面で話し合い、情報共有を行うことを

「是」としてきた。そのため、今回の新

型コロナウイルス感染症のパンデミッ

クは、これら移行期支援の現場が重要視

してきた「対面型サービス」の前提をゆ

るがす事態を引き起こした。 

 zoom 等オンラインシステムを利用し

た面談の実施、個人情報を保護したうえ

での SMS の運用、画像や動画を用いた退院指導の実施、指導内容の引き継ぎなど多くのストラテ

ジーが導入されたことは評価すべきであり、今後の移行期支援プログラムにも反映させること

が重要である。診療報酬算定も、オンラインの活用を可能にする一助となっている。一方、直近

で行ったヒアリングでは、移行期支援に携わる看護職より、パンデミック中など感染症対策を優

先する際にはオンラインや SNS、動画等での情報共有は非常に便利だが、平時かつ対面調整が可

能であれば対面での引き継ぎや情報共有が望まれる、との意見も聞かれた。今後は、新型コロナ

ウイルス感染症パンデミック禍で得たこれらの知見をいかしつつも、ICT ツールの利用が適して

いる患者像、場面などを類型化し、ケースごとに最適な移行期支援方法を探っていく必要がある。 
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